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令和２年１２月２５日（Ｎｏ１１） 発行責任者／大谷 清 編集責任者／武智 義治 

２０２１年度以降の支援の内容が明らかに 

ＪＲ四国に対する支援継続・拡充！ 
これまでの取り組みが成果に！ 

［ＪＲ四国関係］ 

○経営安定基金の下支え（運用益の安定的な確保）

○２０２５年度までの支援の実施  １,０２５億円

・本四連絡橋のＪＲ負担見直しに係る支援

・省力化・省人化に資する支援（設備投資に対する出資）

・資金調達に係る利子の補給、債務圧縮・資本増強 等 

（現時点で明らかとなった内容は 別紙 を参照） 

１２月２５日、国土交通省がＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物に対する支援について公

表し、支援の期限を２０３０年度まで延長するとともに、各社に対する支援を継続・拡充

し、これらの実施に必要な法改正を検討することを明らかにしました。 

ＪＲ四国労組はこれまで、ＪＲ連合「ＪＲ二島・貨物経営自立実現ＰＴ」に参画し、共

同座長を務める小川淳也衆議院議員、広田一衆議院議員とともに、当面する２０２１年度

以降の経営支援策の実現に向け議論を展開してきました。また、１０月には「ＪＲ産業に

関わる緊急政策課題の解決にむけた署名」活動に取り組み、組合員の皆さまの精力的な取

り組みの結果、ＪＲ四国労組で３５,３５５筆、ＪＲ連合全体で２２万筆余りを集約しまし

た。１１月２５日には「２１世紀の鉄道を考える議員フォーラム総会」において決起集会

を開催し、国土交通省幹部・ＪＲ７社幹部・各単組の『政・労・使』が一堂に会し緊急政

策課題の解決に向けた決意を固め合いました。あわせて、厚生労働省、総務省、財務省、

国土交通省への要請行動も順次実施したほか、国民民主党や立憲民主党のワーキングチー

ムとも連携を図ってきました。

公表された内容はこれまでに実施された支援策を上回る規模であり、私たちのこれまで

の取り組みが大きく反映された成果と言えます。この間、ＪＲ四国労組の活動にご理解・

ご協力いただき、政策課題の解決に向け最大限取り組んでいただいた組合員・ご家族の皆

さま、さらには国会議員・地方議員をはじめ関係する皆さまに心よりお礼を申し上げます。 

今後は、来年１月の通常国会において関連する法改正が着実に実施されるよう注視する

とともに、将来の経営自立の実現に向け、引き続き取り組んでいきます。 

以 上 
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